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　第二次及び第三次救急医療機関数の推移（平成28年～令和2年）

H28' H29' H30' H31'(R1') R2' 28' 29' 30' H31'(R1') R2'

北海道 129 144 140 140 141 12 12 12 12 12

青　森 17 16 19 19 16 3 3 3 3 3

岩　手 36 37 36 32 32 3 3 3 3 3

宮　城 41 54 43 43 44 6 6 6 6 6

秋　田 19 17 15 17 0 1 1 1 1 1

山　形 35 33 32 32 32 3 3 3 3 3

福　島 54 56 54 53 58 4 4 4 4 4

茨　城 53 51 50 42 45 6 6 6 6 7

栃　木 26 31 30 30 28 5 5 5 5 5

群　馬 66 65 63 63 64 3 4 4 4 4

埼　玉 133 133 134 135 134 7 8 8 8 8

千　葉 135 129 134 132 131 11 12 13 14 14

東　京 219 220 213 213 210 26 26 26 26 26

神奈川 144 157 135 137 137 18 19 21 21 21

新　潟 60 59 55 55 55 5 6 6 6 6

富　山 17 17 17 17 20 2 2 2 2 2

石　川 11 11 22 22 22 2 2 2 2 2

福　井 7 7 7 7 7 2 2 2 2 2

山　梨 31 32 32 33 33 1 1 1 1 1

長　野 47 50 51 47 50 7 7 7 7 7

岐　阜 35 34 32 33 32 6 6 6 6 6

静　岡 46 55 50 50 50 10 10 11 11 11

愛　知 90 89 89 87 87 22 22 23 23 24

三　重 30 34 32 32 32 4 4 4 4 4

滋　賀 20 24 24 24 24 4 4 4 4 4

京　都 71 67 66 64 67 6 6 6 6 6

大　阪 182 291 282 271 269 16 16 16 16 16

兵　庫 168 162 164 163 155 10 10 10 10 11

奈　良 38 38 38 38 37 3 3 3 3 3

和歌山 13 13 13 14 14 3 3 3 3 3

鳥　取 19 19 19 19 19 2 2 2 2 2

島　根 10 10 10 10 10 4 4 4 4 4

岡　山 23 23 23 23 24 5 5 5 5 5

広　島 75 75 75 76 78 7 7 7 7 7

山　口 33 32 35 34 27 5 5 5 5 5

徳　島 17 19 19 19 0 3 3 3 3 3

香　川 17 16 16 16 16 3 3 3 3 3

愛　媛 42 47 46 46 47 3 3 3 3 3

高　知 20 17 17 17 17 3 3 3 3 3

福　岡 223 226 240 195 192 9 10 10 10 10

佐　賀 58 54 54 51 52 4 4 4 4 4

長　崎 37 39 36 37 36 3 3 3 3 4

熊　本 39 40 41 37 39 3 3 3 3 3

大　分 36 39 36 36 37 4 4 4 4 4

宮　崎 8 8 7 7 7 3 3 3 3 3

鹿児島 81 80 93 75 71 3 3 3 3 3

沖　縄 22 26 26 26 22 3 3 3 3 3

計 2,733 2,896 2,865 2,769 2,720 278 284 289 290 294

※29年まで３月31日現在の数値を計上、30年からは４月１日現在の数値を計上。

※第二次救急医療機関数は、病院群輪番制病院・診療所及び共同利用型病院の数値を計上

※第三次救急医療機関数は、救命救急センターの数値を計上

都道府県
第二次救急医療機関数 第三次救急医療機関数

-Ⅱ計 12-



現場出動 施設間搬送
出動後の
キャンセル

その他 県別内訳 県別内訳 県別内訳

1 北海道 手稲渓仁会病院 H17.4.1 中日本航空 750 376 244 66 66 0 0 0 0 0 0 0 374

2 北海道 市立釧路総合病院 H21.10.5 中日本航空 654 382 252 83 47 0 0 0 0 0 0 0 272

3 北海道 旭川赤十字病院 H21.10.12 朝日航洋 631 427 237 149 41 0 0 0 0 0 14 0 204

4 北海道 市立函館病院 H27.2.16
鹿児島国際
航空

539 428 261 147 20 0 0 0 1 青森県（1） 14 奥尻島（14） 111

5 青森県 八戸市立市民病院 H21.3.25
中日本航空株式会
社

519 441 388 20 33 0 14 岩手県(14) 5 岩手県(5) 0 0 78

6 青森県 青森県立中央病院 H24.10.1
中日本航空株式会
社

480 341 268 32 41 0 1 秋田県(1) 0 0 0 0 139

7 岩手県 岩手医科大学附属病院 H24.5.8 中日本航空 566 385 252 77 56 0 13 秋田県（13） 3
青森県（2）
宮城県（1）

0 0

8 宮城県
国立病院機構仙台医療セン
ター
国立大学法人東北大学病院

H28.10.28
東北エアサービス
株式会社

380 310 244 45 21 0 14
岩手県(1)
山形県(9)
福島県(4)

19
岩手県(4)
山形県(4)
福島県(11)

4
網地島(3)
大島(1)

70

9 秋田県 秋田赤十字病院 H24.1.23 朝日航洋 531 313 166 121 26 0 1 山形県（1） 18
青森県（14）
岩手県（2）
山形県（2）

1
山形県
飛島（1）

218

10 山形県 山形県立中央病院 H24.11.15 東邦航空 382 289 216 40 33 0 0 0 23
宮城県（11）
新潟県（9）
福島県（3）

2 飛島（2） 93

11 福島県
公立大学法人福島県立医科大
学
附属病院救命救急センター

H28.10.28
東北エアサービス
株式会社

451 362 277 40 45 0 2
山形（１）
新潟（１）

8
宮城（１）
茨城（７）

0 0 89

12 茨城県
独立行政法人国立病院機構水
戸医療センター・水戸済生会
総合病院

H22.7.1 朝日航洋㈱ 1338 850 630 39 181 0 10 栃木県(10) 42
栃木県(29)
千葉県(11)
東京都(2)

0 0 488

13 栃木県 獨協医科大学病院 H22.1.20 本田航空(株) 988 819 643 77 99 0 12
茨城県(11)
群馬県(1)

29
茨城県(13)
群馬県(16)

0 0 169

14 群馬県 前橋赤十字病院 H21.2.18 朝日航洋 1318 947 692 72 183 0 51
栃木県（19）
埼玉県（17）
長野県（15)

32
栃木県（4）
埼玉県（28）

0 0 371

15 埼玉県
埼玉医科大学総合医療セン
ター

H19.10.25 朝日航洋（株） 867 632 544 30 58 0 6
東京都（２）
群馬県（３）
栃木県（１）

3
群馬県（２）
東京都（１）

0 0 235

16 千葉県 国保直営総合病院君津中央病院 H21.1 朝日航洋 605 390 265 25 90 10 0 0 5
神奈川県（4）
東京都（1）

0 0 215

17 千葉県 日本医科大学千葉北総病院 H13.10 朝日航洋 2091 1229 896 33 283 17 417 茨城県（417） 180
茨城県（175）
東京都（３）
埼玉県（２）

0 0 862

18神奈川県東海大学医学部付属病院 H14.7 朝日航洋 260 222 174 42 6 0 7

山梨県(1)
静岡県(4)
栃木県(1)
東京都(1)

2 静岡県(2) 0 0 38

19 新潟県 新潟大学医歯学総合病院 H24.10.30 静岡ｴｱｺﾐｭｰﾀ(株) 915 748 551 81 116 0 8
山形県(6)
福島県(2)

7
山形県(4)
福島県(3)

42
佐渡島(39)
粟島(3)

167

20 新潟県 長岡赤十字病院 H29.3.29
静岡ｴｱｺﾐｭｰﾀ
(株)・鹿児島国際
航空(株)

692 562 412 78 72 0 8
山形県(6)
福島県(2)

7
山形県(4)
福島県(3)

5 佐渡島(5) 130

21 富山県 富山県立中央病院 H27.8.24

静岡エアコミュー
タ株式会社・鹿児
島国際航空株式会
社共同事業体

957 792 555 71 166 0 22
岐阜県（21）
福井県（1）

1 石川県（1） 0 0 165

22 石川県 石川県立中央病院 H30.9.24
中日本航空株式会
社

185 88 62 15 11 0 0 0 3 富山県（3） 0 0 97

23 山梨県 山梨県立中央病院 H24.4.1

山梨県立中央病院
ドクターヘリ運航
業務委託共同企業
体

646 581 489 58 34 0 1 静岡（1） 24

東京（6）
静岡（10）
神奈川（6）
長野（2）

0 0 65

24 長野県 佐久総合病院佐久医療センター H17.7.1 中日本航空(株) 516 457 329 40 27 61 13 群馬県(13) 3
群馬県(3)
新潟県(1)

0 0 59

25 長野県 信州大学医学部附属病院 H23.10.1 中日本航空(株) 576 479 277 102 35 65 0 0 0 0 0 0 96

26 岐阜県 岐阜大学医学部附属病院 H23.2.9
セントラルヘリコ
プターサービス
(株)

623 563 287 188 88 0 0 0 3 愛知県(3) 0 0 60

27 静岡県
順天堂大学医学部附属静岡病
院

H16.3.17
セントラルヘリコ
プターサービス株
式会社

1778 1339 1015 247 77 0 0 0 54
神奈川県（52）
山梨県（2）

4 初島（4） 439

28 静岡県 聖隷三方原病院 H13.10.1 中日本航空 555 448 291 27 90 40 11 愛知県(11) 6 愛知県(6) 0 0 107

29 愛知県 愛知医科大学病院 H14.1.1 中日本航空 644 509 334 40 135 0 8
岐阜県(7)
三重県(1)

10
静岡県(7)
岐阜県(2)
長野県(1)

0 0 135

30 三重県
三重大学医学部附属病院・伊
勢赤十字病院

H24.2 中日本航空株式会社 505 320 235 85 37 0 3 和歌山県(３） 32

滋賀県（11）
愛知県（11）
奈良県（5）
岐阜県（1）
和歌山県（4）

0 0 148

出動件数
（件）
※１

未出動
件数
（件）

出動要請件数

内訳 （再掲）
道府県外
からの
搬送件数

（再掲）
道府県外
病院への
搬送件数

（再掲）
離島からの
搬送件数

ドクターヘリ導入道府県における実施状況等

（平成30年４月～平成31年３月の実績）

No 道府県名 基地病院名（救命救急センター名） 導入年月日 運航会社名
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現場出動 施設間搬送
出動後の
キャンセル

その他 県別内訳 県別内訳 県別内訳

出動件数
（件）
※１

未出動
件数
（件）

出動要請件数

内訳 （再掲）
道府県外
からの
搬送件数

（再掲）
道府県外
病院への
搬送件数

（再掲）
離島からの
搬送件数

（平成30年４月～平成31年３月の実績）

No 道府県名 基地病院名（救命救急センター名） 導入年月日 運航会社名

31 滋賀県 済生会滋賀県病院 H27.4.28  学校法人ヒラタ学園 620 620 481 17 122 0 4 福井県(4) 5
大阪府(1)
兵庫県(1)
岐阜県(3)

0 0 0

32 大阪府 大阪大学医学部附属病院 H20.1.16  学校法人ヒラタ学園 172 167 105 23 28 11 11
京都府(9)
和歌山県(2)

13

京都府(3)
和歌山県(2)
兵庫県(3)
奈良県(1)
三重県(2)
愛知県(1)
広島県(1)

0 0 10

33 兵庫県 公立豊岡病院 H22.4.11
学校法人ヒラタ学
園

2506 2105 1377 82 634 0 405
京都府（323）
鳥取県（82）

79
京都府（53）
鳥取県（26）

0 0 401

34 兵庫県
兵庫県立加古川医療セン
ター・製鉄記念広畑病院

H25.11.30
学校法人ヒラタ学
園

613 538 436 49 53 0 0 0 17

大阪府(5)
京都府(2)
岡山県(8)
三重県(1)
高知県(1)

0 0 75

35 奈良県
奈良県立医科大学付属病院
南奈良総合医療センター

H29.3.21 ヒラタ学園 626 564 427 62 75 0 4 三重県（４） 7
三重県（３）
大阪府（２）
和歌山県（２）

0 0 62

36和歌山県和歌山県立医科大学附属病院 H15.1 ヒラタ学園 596 440 320 98 22 2 三重県(2) 3 大阪府(3) 0 0 156

37 鳥取県 鳥取大学医学部附属病院 H30.3.26 学校法人ヒラタ学園 458 383 286 39 58 0 0 0 140

島根県（130）
岡山県（4）
広島県（5）
兵庫県（1）

0 0 0

38 島根県 島根県立中央病院 H23.6.13
セントラルヘリコ
プターサービス株
式会社

678 487 207 232 48 0 8
鳥取県(4)
広島県(4

20
鳥取県(10)
広島県(9）
福岡県(1）

100 隠岐（100） 191

39 岡山県 川崎医科大学附属病院 H13.4.1
セントラルヘリコ
プターサービス株
式会社

422 340 223 105 12 0 42
広島県(30)
香川県(11)
鳥取県(1)

15
広島県(12)
香川県(2)
愛媛県(1)

8
直島(3)
小豆島(5)

82

40 広島県 広島大学病院 H25.5.1
中日本航空株式会
社

553 401 275 85 41 0 40
鳥取県（5）
島根県（5）
岡山県（30）

103
島根県（71）
山口県（32）

2 愛媛県（2） 152

41 山口県 山口大学医学部附属病院 H23.1.21 朝日航洋㈱ 339 314 121 75 18 0 17
島根県（16）
福岡県（１）

16
広島県（６）
島根県（４）
福岡県（６）

5 見島（５） 25

42 徳島県 徳島県立中央病院 H24.10.9
学校法人ヒラタ学
園

541 469 300 150 19 0 13

兵庫県（4）
和歌山県（2）
香川県（１）
高知県（5）
愛媛県（1）

20

京都府（1）
大阪府(3)
兵庫県(5)
和歌山県(3)
岡山県(2)
香川県（4）
高知県（3）
愛媛県（1）

0 0 72

43 愛媛県 愛媛県立中央病院 H29.2.1 中日本航空 370 289 153 115 20 1 0 0 19 - 15

魚島（2）
弓削（3）
岩城（1）
中島（2）
怒和（3）
津和（4）

81

44 高知県
高知県・高知市病院企業団立
高知医療センター

H23.3.16 四国航空（株） 855 661 449 151 61 0 5
徳島県（4）
愛媛県（1）

15
徳島県（7）
愛媛県（2）
その他（6）

1 高知県(1) 194

45 福岡県 久留米大学病院 H14.2.1
西日本空輸株式会
社

293 260 201 41 18 0 21
佐賀県(4)
大分県(17)

4
佐賀県(3)
大分県(1)

0 － 33

46 佐賀県
佐賀大学医学部附属病院・佐
賀県医療センター好生館

H26.1.17
西日本空輸株式会
社

641 516 389 63 64 0 41
福岡県（31）
長崎県（10）

103
長崎県（88）
福岡県（15）

2
佐賀県
※馬渡（１）
神集島（１）

125

47 長崎県
独立行政法人国立病院機構
長崎医療センター

H18.12.1
学校法人　ヒラタ
学園

1130 898 528 235 135 0 11 佐賀県(11) 47
佐賀県(17)
福岡県(29)
兵庫県(1)

171

五島(54)
新上五島(32)
壱岐(34)
対馬(14）
小値賀(5)
江島(1)
宇久(15)
大島(16)

232

48 熊本県 熊本赤十字病院 H24.1.16
西日本空輸
株式会社

853 580 473 60 47 193 0 0 0 0 1 湯島 273

49 大分県 大分大学医学部附属病院 H24.10.1 西日本空輸 538 454 329 97 28 0 0 0 4 福岡県(4) 8
姫島(6)
保戸島(2)

84

50 宮崎県 宮崎大学医学部附属病院 H24.4.18 西日本空輸(株) 451 375 228 128 19 0 0 0 17
福岡(1)
熊本(12)
鹿児島(4)

0 0 76

51鹿児島県鹿児島市立病院 H23.12.26
鹿児島国際航空株
式会社

1886 1114 672 235 207 0 0 0 56
熊本(32)
宮崎(24)

112 鹿児島 772

52鹿児島県鹿児島県立大島病院 H28.12.27
鹿児島国際航空株
式会社

563 451 209 196 46 0 0 0 38
宮崎(1)
沖縄(38)

405 鹿児島 112

53 沖縄県 浦添総合病院 　Ｈ20.12 ヒラタ学園 729 628 184 319 125 0 18 鹿児島県 0 0 322
沖縄県（304）
鹿児島県
（18）

101

－ － 38375 29083 19859 4827 4117 398 1264 － 1261 － 1238 － 9003

※１：出動件数に関しては、対象期間における総出動件数を記載すること。

合　　計
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※平成23年度については、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県の全域を除いた数値である。

都道府県別に見た分娩取扱医師数
○ 全国的に分娩取扱医師数は、増加傾向にある。

○ ただし、都道府県別に見た場合、都市部の都府県においては増加傾向にあるものの、一部の地方の県においては、分娩取扱医

師数が減少しており、分娩取扱医師数の確保に都道府県間の格差が見受けられる。

分娩取扱医師数（常勤換算） 増加率（％）
（平成20年→平成29年）

分娩取扱医師数（常勤換算） 増加率（％）
（平成20年→平成29年）平成20年 平成23年 平成26年 平成29年 平成20年平成23年平成26年平成29年

全 国 7390.0 8089.0 8576.4 8558.3 15.8 三重県 106.6 98.1 116.5 128.0 20.1 

北海道 274.2 304.7 337.0 315.7 15.1 滋賀県 68.6 104.5 113.1 113.6 65.6 

青森県 78.7 86.3 82.5 74.5 -5.3 京都府 182.1 211.1 198.3 198.1 8.8 

岩手県 83.1 86.5 95.8 94.5 13.7 大阪府 528.8 612.0 665.5 613.1 15.9 

宮城県 121.8 123.1 149.5 145.7 19.6 兵庫県 299.2 325.1 360.9 335.3 12.1 

秋田県 60.0 79.2 77.3 73.7 22.8 奈良県 73.9 90.8 93.9 85.8 16.1 

山形県 70.9 82.7 85.2 83.7 18.1 和歌山県 57.0 65.8 73.7 77.6 36.1 

福島県 102.0 － 94.5 87.4 -14.3 鳥取県 46.9 50.3 49.2 53.1 13.2 

茨城県 152.7 172.1 168.0 190.2 24.6 島根県 55.0 55.6 56.2 54.6 -0.7 

栃木県 152.2 166.6 152.8 144.2 -5.3 岡山県 122.7 141.9 140.4 140.2 14.3 

群馬県 97.0 125.3 133.1 141.8 46.2 広島県 164.9 171.1 157.5 144.7 -12.2 

埼玉県 329.2 374.9 359.3 397.9 20.9 山口県 93.0 82.0 94.5 91.1 -2.0 

千葉県 347.0 362.1 372.0 366.2 5.5 徳島県 47.7 69.3 63.3 57.4 20.3 

東京都 804.5 975.5 1015.0 1071.6 33.2 香川県 63.2 72.0 74.0 68.4 8.2 

神奈川県 462.6 536.2 546.8 581.5 25.7 愛媛県 85.4 99.2 94.1 82.9 -2.9 

新潟県 125.2 138.8 140.0 130.2 4.0 高知県 48.0 36.0 34.2 37.4 -22.1 

富山県 76.9 58.8 62.8 69.2 -10.0 福岡県 309.4 296.6 338.8 356.3 15.2 

石川県 73.1 75.7 92.1 85.0 16.3 佐賀県 58.7 64.1 65.8 64.9 10.6 

福井県 59.7 62.5 64.4 64.5 8.0 長崎県 98.0 106.6 117.9 112.2 14.5 

山梨県 50.6 47.6 61.7 56.8 12.3 熊本県 123.3 120.1 111.4 106.5 -13.6 

長野県 113.8 141.9 136.3 127.4 12.0 大分県 51.0 80.0 78.9 73.2 43.5 

岐阜県 110.7 131.8 153.8 143.5 29.6 宮崎県 87.3 81.7 80.2 82.3 -5.7 

静岡県 184.5 222.7 224.4 232.0 25.7 鹿児島県 116.3 117.8 97.2 115.8 -0.4 

愛知県 466.2 485.5 561.6 560.7 20.3 沖縄県 106.6 97.1 135.0 127.9 20.0 

出典：厚生労働省 「医療施設静態調査」（各年10月）

産婦人科を標榜する医療機関数と
分娩取扱実績医療機関数の推移

出典：厚生労働省 「医療施設調査（静態）」、「人口動態調査」

○ 産婦人科又は産科を標榜していても、実際に分娩を取り扱うとは限らない。
○ 出生数は減少しており、併せて分娩を取り扱う医療機関も減少している。
○ 診療所において分娩を取り扱っていない比率が高い。

（施設数） （出生数：人/年）
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出生１万人当たりNICU病床数（都道府県別） 平成29年

○ 出生１万人当たりのNICU病床数の目標は 25～30 床。（「少子化社会対策大綱」より）

○ 全都道府県において目標を達成している。

○ 目標病床数を大きく上回る都道府県もある。

（床/出生１万人） 全国平均 34.8 床

出典：平成29年医療施設調査（静態・動態）、平成29年人口動態統計
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出生時体重別出生数及び出生割合の推移

出
生
数
（
人
）

厚生労働省「人口動態統計」

全出生数対(%)
・ 昭和50年から令和元年までの約50年で、出生数は減少しているが極低出生体重児(1000g～1499g)
、超低出生体重児(1000g未満)の割合が増加してきた。

・ 極低出生体重児、超低出生体重児の割合は、近年は横ばい傾向である。

全出生数対(%)昭和50年
出生数 約190万人
2,500g未満割合 5.1％

平成25年
出生数 約103万人
2,500g未満割合 9.6％

令和元年
出生数 約86万人
2,500g未満割合 9.4％

114 466
1446 1490

2291 2866 3232 3099 3077 3084 2891 2660 2816 2646 25554221
4767

5878 4482

4227

5034 4854 4789 4616 4426
4124 4243 3926 3821 3673

0.01 0.03
0.07 0.09

0.19
0.24

0.3 0.3 0.31 0.31 0.3 0.28 0.31 0.31 0.3

0.2

0.33
0.38 0.38

0.53

0.66

0.75 0.77 0.77 0.75 0.72 0.73 0.73 0.75 0.74

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

1000～1499g

～999g

1000g未満(%)

1500g未満(%)

-Ⅱ計 19-



157048

113641 109726

81659 77332

102888 103049 98624 95768 95206 92082 89353 86269
81462

0

2

4

6

8

10

12

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

160000

180000

2500g未満合計 2500g未満(%)

低出生体重児（出生体重2500g未満）の割合

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000
相談総件数

実施
都道府県数 13 26 33 43 44 46 47 47 47 47 47 47

年間
相談件数

34,162 99,968 141,575 213,412 297,518 428,368 465,976 864,608 942,011 1,022,09
3

1,115.18
4 773,783

（厚生労働省医政局地域医療計画課調べ）

#8000 全国相談件数（平成16年度～令和２年度）
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＃８０００の認知・利用等について
「医療のかかり方・女性の健康に関する世論調査」

【世論調査の概要】
・調査期間 ： 令和元年７月26日～９月10日（郵送法）
・調査対象 ： 全国18歳以上の日本国籍を有する者5,000人 ※ 有効回収率2,803人（回収率56.1％）
・調査目的 ： 医療のかかり方・女性の健康に関する国民の意識を把握し、今後の施策の参考とする。

問11 電話で「＃８０００」の番号に掛ければ、「子ども医療電話相談」につながる
ことを知っていますか。また、利用したことがありますか。（○は１つ）

・知っていて、利用したことがある 6.3％
・知っているが、利用したことはない 15.6％
・知らないので、利用したことがない 76.7％

（問11で「知っていて、利用したことがある」と答えた方（176人）に）
問12 「＃８０００（子ども医療電話相談）」を利用した際に、不満な点は

ありましたか。（○はいくつでも）

・電話がつながるまでの時間が長かった 21.6％
・助言の内容は理解できるが、相談したことが解決しなかった 19.9％
・不満な点はなかった 48.3％

○ ＃８０００の認知については、平成26年度の「母子保健に関する世論調査」において、「知っている」者の割合が10.2％と低
値であったことから、厚生労働省は、平成28年より、「それいけ！アンパンマン」のキャラクター等を活用したポスター等を作
成するなどし、広報啓発を行ってきた。

○ 令和元年度の調査においては、就学前の子どもがいる方を中心として認知の割合が向上しており、全国における広報啓
発の効果が得られてきていると考える。

○ 一方、＃８０００事業を利用された方からは、「電話がつながるまでの時間が長かった」等の意見があり、適切な回線数の
確保等、引き続き整備が求められている。

*認知について、平成26年度の調査においては「知っている」と回答した

者の割合であるが、令和元年度の調査においては、選択肢を変更してお
り、「知っていて、利用したことがある」又は「知っているが、利用したこと
はない」と回答した者の割合の和である。

10.2
21.9

39.7

70.6

0

20

40

60

80

平成26年度 令和元年度 平成26年度 令和元年度

総数 就学前の子ども有りの場合

認知の割合*
（％）

出典：「医療のかかり方・女性の健康に関する世論調査」の概要（令和元年11月内閣府政府広報室）より引用

第17回医療計画の見直し等
に関する検討会（令和２年１
月15日）資料1-2より抜粋

事業報告書より引用改変

○ 全てのデータをNDS-8000-1に入力し、一括して集計・分析を行った。都道府県間の差違等を検討した。
○ 未記入率30%以上の項目は未記入を除いて考察を行った。
○ 小児の救急電話相談の特徴を見いだすため、様々な方向から考察した。

○ National Database System #8000-1（NDS-8000-1）を開発し、クラウドで情報収集して、一括して分析を行う。

○ 情報収集方式は以下の3つの方式を用いた。
方式1：NDS-8000-1に直接入力する。
方式2：調査項目をマークシートにして、マークシート記入結果を回収し、スキャンしてNDS-8000-1に取り込む。
方式3：ExcelあるいはCSVファイルでデータの提供を受けて、突合作業を加えてからNDS-8000-1に取り込む。

令和2年度#8000情報収集分析事業 分析結果の概要

子ども医療電話相談事業（#8000事業）は、全都道府県で実施され、相談件数は年々増加しており（令和元年度：約112万件）、保護者の不安軽減とともに、時間外来
受診による医師の負担の軽減に役立っている。
しかし、平成28年度まで、相談事例情報の全国的な集計がなされていなかった。

相談対応者の質の向上と保護者への啓発等を目的に、平成29年度から、相談内容や対応等に関する情報の収集・分析を開始した。

１．分析事業の趣旨

２．分析事業の概要

○ 44都道府県 （対象年少人口92.5%）
北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨
県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香
川県、愛媛県、高知県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

○ 基本情報 ： 相談件数、相談日時、曜日
○ 相談対象児の情報 ： 年齢、性別、主訴、相談の分類、兄姉の有無（第1子あるいは子ども一人）、発症時期
○ 相談者の情報 ： 続柄、年代、相談前受診の有無、満足度（相談対応者からの印象）
○ 相談対応者の情報 ： 相談業務経験年数、相談対応時間、緊急度判定、医師の対応の有無、受診すべきと考えた診療科、対応感想
○ 新型コロナウイルス ： 前年同時期との比較、および新型コロナウイルス関連相談とそれ以外を比較（識別項目を追加した9道県）

※ 情報収集項目の決定に際しては、各都道府県のこれまでの記録項目を網羅すること、自治体の政策に資すると考えられる項目が含まれること等に留意したが、
情報収集に当たり、突合困難で、未記入率が高くなる調査項目があった（事業報告書に詳述）。

（３）情報収集項目（調査項目）

（２）情報収集対象自治体

（４）情報収集方法

（１）情報収集期間

○ 令和2年12月1日～令和3年2月28日（90日間）

（５）情報分析方法

事業イメージ
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小児科65.8%（前年度76.1%）

脳神経外科10.0%（前年度6.1%）
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眼科1.9%（前年度1.3%）
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３．主な結果（１）（全調査都道府県のまとめ）

○全相談件数：153,726件

事業報告書より引用改変

(1)年少人口千人当たり、小児科医師・
小児外科医師1人当たり相談件数

(2)平日(除祝日)、土曜日(除祝日) 、日祝日別
1日当たり相談件数の時間変動 《相談対応時間》

4〜5分未満が最多（27.8%）
3〜7分未満が65.3%
15分以上0.6%(前年1.2%)

《相談者の満足度（相談対応者か
らの印象） (除未記入)》 満足
63.3%、普通36.6%、不満気0.1%

《相談対応者の対応感想） (除未
記入)》
対応困難や不安があった 0.6%
対応困難や不安がなかった 98.7%
わからない・その他 0.7%

（6）相談対応時間
満足度の印象
相談対応者の対応感想

（7）相談対応者(看護師)
による緊急度判定

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

沖縄県
鹿児島県

宮崎県
大分県
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香川県
徳島県
山口県
広島県
岡山県
島根県
鳥取県

和歌山県
奈良県
兵庫県
大阪府
京都府
滋賀県
三重県
愛知県
静岡県
岐阜県
長野県
山梨県
福井県
石川県
富山県
新潟県

神奈川県
東京都
千葉県
埼玉県
群馬県
茨城県
福島県
山形県
秋田県
宮城県
岩手県
青森県
北海道

年少人口千人当りの相談件数（件/月）

小児科医師・小児外科医師1人当たりの相談件数（件/月）

0 10,000 20,000 30,000 40,000

1歳未満

1～2歳未満

2～3歳未満

3～4歳未満

4～5歳未満

5～6歳未満

6～7歳未満

7～8歳未満

8～9歳未満

9～10歳未満

10～11歳未満

11～12歳未満

12～13歳未満

13～14歳未満

14～15歳未満

15～16歳未満

それ以上

未記入

男 女 未入力

（3）相談対象児の年齢分布・性別

《相談者続柄》母親82.7%、父親16.0%
《相談者年代(除未記入)》20代18.9%、30代
64.5%、40代14.6%（20代40代増加）

《相談の分類(除未記入)》 救急医療相談（緊急
助言）19.4%、医療機関案内5.0%、救急医療相談
＋医療機関案内12.8%、医療その他52.9%、薬
1.4%、ホームケア6.5%、育児相談1.0%

《第1子or子ども一人家庭(除未記入)》 49.1%

《相談前受診あり/（あり+なし）》8.9%

《発症時期(除未記入)》
1時間前72.6%、6時間前から7.7%、12時間前か
ら4.4%、1日前から1.9%、それ以前から14.3%

（5）相談者の続柄・年代
相談の分類
第1子あるいは子ども一人家庭
相談前受診
発症時期

前年より減少（前年比0.61倍、0.24〜0.85）
年少人口対：平均値3.9（最小0.7〜最大9.2）
医師対：平均値3.3（最小0.6〜最大7.9）

1歳未満 22.0
2歳未満 45.7%
3歳未満 59.0%
6歳未満 78.5%

男女比 1.17

（4）主訴別相談件数の割合

22.4%

13.8%

12.1%

10.3%

6.3%

6.2%

5.6%

4.2%

4.0%

3.9%

2.7%

2.4%

2.2%

1.5%

1.4%

1.3%

1.2%

1.2%

1.1%

1.1%

0.9%

0.7%

0.5%

6.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

発熱

頭部以外の外傷

嘔気・嘔吐

頭部打撲

腹痛

異物誤飲

発疹（じんましん）

下痢

耳・鼻・のど

咳

啼泣・なきやまない

鼻水・鼻づまり

歯・口腔

便の異常（血便・便秘）

熱傷

けいれん・ふるえ

喘鳴（息苦しそう）

薬

頭痛

予防接種

目

耳漏

尿の異常

その他

前年よりも
発熱が減少
（31.9%→ 22.4%）
消化器系減少
（30.7%→ 24.1%）
外因系増加
（18.6%→ 31.7%）

（8） 相談対応者(看護師)が受診
すべきと考えた診療科

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

佐賀県

長崎県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県
119番をすすめた 直ぐに病院に行くようにすすめた

翌日に受診することをすすめた 何かあれば受診することをすすめた

受診をする必要はない その他

３．主な結果（２）（全調査都道府県のまとめ） 事業報告書より引用改変

（10）相談対応者の相談業務経験年数別の緊急度判定

（11）諸状況によって割合が高くなる主訴

（12）データ取得率

119番、あるいは直ぐ受診をすすめる 27.3%
医師の対応を要する 0.07%、113件
相談対応時間15分以上 0.6%、912件
受診後に#8000を利用、相談前受診 8.9%
相談対象児が第1子あるいは子ども一人の家庭 49.1%

（9）相談対応者による緊急度判定の都道府県比較

119番、あ

るいは直
ぐ受診を
すすめる

医師の対
応を要す

る

相談時間
15分以上

受診後に
#8000を

利用する、
相談前受

診

相談対象
児が第1
子あるい
は子ども
一人の家
庭

けいれん・ふる
え

○

喘鳴（息苦しそ
う）

○ ○

咳 ○ ○ ○

鼻水・鼻づまり ○

熱傷 ○

異物誤飲 ○

頭痛 ○

尿の異常 ○

便の異常（血
便・便秘）

○ ○

薬 ○ ○ ○

発熱 ○

啼泣・なきやま
ない

○

下痢 ○

予防接種 ○

119番+あるいはすぐ受診をすすめたは、全体で27.3%、
最小12.7%、最大43.9%と幅がある。

1.1%

0.9%

1.0%

27.2%

28.0%

22.6%

10.7%

19.0%

16.7%

45.6%

47.8%

45.6%

10.6%

2.4%

10.9%

2.8%

0.5%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満

5年以上

10年未満

10年以上

凡例は(9)と同じ

都
道
府
県
番
号

都道府県
名

.相談
の分
類

相談
者の
続柄

相談
者の
年代

兄姉
の有
無

発症
時期

相談
前受
診の
有無

相談
対応
時間

相談
対応
者によ
る緊
急度
判定

医師
の対
応

満足
度（相
談対
応者
から
の印
象）

相談
対応
者の
相談
業務
経験
年数

相談
対応
者の
対応
感想

相談
対応
者が
受診
すべ
きと考
えた
診療
科

データ取得県 32 44 32 12 27 32 44 44 31 40 20 18 36 

データ取得率 53.3% 99.8% 36.8% 13.2% 43.5% 70.5% 96.3% 95.0% 42.2% 68.2% 46.3% 24.0% 47.7%

1 北海道 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2 青森 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

3 岩手 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ □ ◎ ◎

4 宮城 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

5 秋田 △ ◎ □ □ △ □ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ □

6 山形 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

7 福島 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ □ □ ◎

8 茨城 ◎ ◎ □ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ □ □ □

10 群馬 ◎ ◎ □ □ △ △ ◎ ◎ □ △ □ □ □

11 埼玉 ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

12 千葉 △ ◎ □ □ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ △ △ □

13 東京 △ ◎ □ □ △ ◎ ○ ◎ △ △ △ △ △

14 神奈川 △ ◎ ◎ □ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎

15 新潟 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

16 富山 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ □ □ ◎

17 石川 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ □ □ ◎

18 福井 ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

19 山梨 ○ ◎ △ △ △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎ ◎

20 長野 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

21 岐阜 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ △ □ ◎

22 静岡 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ □ □ □ □

23 愛知 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

24 三重 □ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

25 滋賀 □ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

26 京都 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

27 大阪 ◎ ◎ □ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎ △

28 兵庫 ◎ ◎ □ □ □ □ ◎ ◎ □ □ □ □ □

29 奈良 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

30 和歌山 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ □ ◎

31 鳥取 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

32 島根 ◎ ◎ □ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

33 岡山 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

34 広島 ○ ◎ □ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○

35 山口 ◎ ◎ ◎ □ □ □ ◎ ◎ □ □ □ □ ◎

36 徳島 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

37 香川 ◎ ◎ △ □ □ △ ◎ ◎ △ ◎ □ □ ◎

38 愛媛 △ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎

39 高知 ◎ ◎ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

41 佐賀 ◎ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎ □ ◎

42 長崎 □ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

44 大分 △ ◎ □ □ □ ○ ◎ ◎ △ ◎ □ ○ □

45 宮崎 □ ◎ □ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ □ □ □

46 鹿児島 ◎ ◎ □ □ □ □ ◎ ◎ □ ◎ □ □ ◎

47 沖縄 □ ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

データ取得： ◎ 70%以上、〇30%以上70%未満、△30%未満、□データなし

項目別データ取得率に差がある

-Ⅱ計 22-



３．主な結果（3） 前年度同時期と比較、新型コロナウイルス関連相談 事業報告書より引用改変

・相談件数：全ての都道府県で減少（0.61倍）

・相談対象児年齢分布：変わりなし

・相談者年代：20代、40代が少し増加

・主訴発熱・消化器系減少、外因系増加
・受診すべき診療科：小児科減少、外科系増加
・第1子あるいは子ども一人の家庭：増加

令和元年度、令和2年度の比較

北海道、青森県、宮城県、埼玉県、福井県、奈良県、鳥取県、島根県、広島県、

9道県でコロナ関連相談とそれ以外を比較 。コロナ関連434件、1.7%。

・相談対象児年齢が高い。相談者年代が高い。

・主訴は発熱が非常に多く（3/4）、次に咳。受診すべき診療科は小児科。

・第1子あるいは子ども一人の家庭はやや少ない。

・発症1時間前からが少ない。

・相談前受診が多い（令和2年度全体で減少したことと対照的）。

・緊急度は119番+直ぐ受診が少ない。

・医師の対応を要したものはなかった。

※ 相談対象児年齢が高い、相談者年代が高い、発熱が多い、小児科対応が

ほとんど、緊急度が低い、相談対応困難が増える。従来の#8000ニーズとは異

なり、不安のための相談が多い。

新型コロナウイルス関連相談の特徴
・相談前受診：著明に減少

・発症時期6時間前から：増加

・相談対応時間15分以上：少し減少

・緊急度判定：119番+すぐ受診が少し増加

・医師の対応：少し減少

・相談者の満足度：変化なし

・相談者の対応感想：対応困難が増加

令和元年度全体 令和2年度全体

調査期間 2019年12月〜2020年2月 2020年12月〜2021年2月

対象都道府県 39都道府県 44都道府県

対象年少人口全国比 88.9% 92.5%

総相談件数 241,387 153,726

対象年少人口千人対総相談件平均 6.6 3.9

相談対象児1歳未満、3歳未満、6歳未満 23.0%、57.0%、79.1% 22.0%、59.0%、78.5%

相談者年代20代、30代、40代 15.5%、68.6%、14.6% 18.9%、67.5%、15.2%

相談者父親 13.8% 16.0%

主訴:発熱 31.9% 22.4%

主訴:消化器系、呼吸器系、外因系 30.7%、12.7%、18.6% 24.1%、11.5%、31.7%

発症時期1時間前から+6時間前から 71.3% 80.3%

相談の分類：救急医療相談、医療機関案内 27.9%、15.0% 32.2%、17.7%

第1子あるいは子ども一人の家庭 42.2% 49.1%

相談前受診 21.3% 8.9%

相談対応時間15分以上 1.2% 0.6%

緊急度判定：119番+直ぐ受診、翌日受診 22.8%、16.6% 27.3%、16.4%

医師の対応を要した 0.11% 0.07%

受診すべき診療科：小児科 76.1% 65.9%

受診すべき診療科：一般外科・小児外科、
脳神経外科、整形外科

3.2%、6.1%、2.4% 4.9%、10.0%、4.1%

満足度（相談対応者の印象）：不満気 0.1% 0.1%

相談対応者の対応感想:対応困難 0.1% 0.6%

令和2年度コロナ関連 令和2年度コロナ関連以外

総相談件数 434（1.7%） 25,110（98.3%）

相談対象児1歳未満、3歳未満、6歳未満 7.1%、35.9%、65.4% 26.6%、65.2%、86.2%

相談者年代20代、30代、40代 4.8%、79.5%、14.3% 10.6%、82.8%、5.9%

主訴：発熱、咳 76.3%、5.8% 21.5%、2.7%

発症時期1時間前から+6時間前から 85.9% 92.7%

相談の分類：救急医療相談、医療機関案内 4.2%、10.4% 4.9%、9.3%

第1子あるいは子ども一人の家庭 41.0% 48.1%

相談前受診 13.1% 9.9%

相談対応時間15分以上 1.4% 0.6%

緊急度判定：119番+直ぐ受診、翌日受診 14.3%、19.8% 23.2%、10.6%

医師の対応を要した 0% 0.08%

相談対応者が小児科を受診すべきと考えた割合 96.5% 65.3%

相談対応者が受診すべきと考えた診療科の割合：
一般外科・小児外科、脳神経外科、整形外科

0%、0.5%、0.2% 3.4%、12.8%、5.7%

満足度（相談対応者の印象）：不満気 0% 0.1%

相談対応者の対応感想:対応困難 0.5% 0%

・ 都道府県の年少人口千人当たり、小児科医師及び小児外科医師ひとり当たりの1か月間の相談件数は、それぞれ平均3.9件（最小0.7、最大9.2） 、3.3件（最小0.6〜最大

7.9）で、都道府県間で差がある。各県の小児医療圏の年少人口対相談件数は平均3.3倍（最小1.2〜最大19.0） で医療圏間で差がある。

・相談件数の時間変動は、19〜21時をピークとして、以後漸減して0時に1/3に、5時に1/10にまで減少し、7〜8時に小さな山がある。日曜祝日日勤帯はピーク時の1/3で、

時間変動が少なく一定している。平日、土曜日、日曜祝日3群、準夜帯、深夜帯、日勤帯3時間帯、計9群での相談件数は、平日準夜帯相談件数を1とすると、土曜日準夜帯

1.24、日曜祝日準夜帯0.87、日曜祝日日勤帯0.56（日曜祝日日勤帯の対象年少人口は平日準夜帯の46%）で、日曜祝日日勤帯のニーズは大きい。

・ 1歳未満22.0%、2歳未満45.7%、3歳未満59.0%、6歳未満78.5%で低年齢児が多く、男女比は1.17で男子が多い。

・相談者は母親82.7%、父親16.0%で、父親が前年より2.2%増加した。相談者の年代は、20代18.9%、30代64.5%、40代15.2%で、20代、40代が前年（15.5%、14.8%）より増加した。

・発熱22.4%、頭部以外の外傷13.8%、嘔気・嘔吐12.1%、頭部打撲10.3%、腹痛6.3%、異物誤飲6.2%、発疹5.6%、下痢4.2%、耳・鼻・のど4.0%、咳3.9%で、消化器系主訴24.1%、呼吸

器主訴34.1%、外因系主訴31.7%であった。発熱、消化器系主訴が前年度（31.9%、30.7%）より減少し、外因系主訴が前年（18.6%）より増加した。

・1時間前から72.6%、6時間前から7.7%、12時間前から4.4%、1日前から1.9%、それ以前から14.3%で、発症後早期の相談が多い。

・救急医療相談（緊急助言）19.4%、医療機関案内5.0%、救急医療相談＋医療機関案内12.8%、医療その他52.9%、薬1.4%、ホームケア6.5%、育児相談1.0%であった。

・49.1%で、前年（42.2%）より増加した。

・8.9%で、前年（21.3%）より大きく減少した。

・《緊急度119番+直ぐ受診》けいれん・ふるえ、喘鳴（息苦しそう）、熱傷。 《医師の対応》咳、異物誤飲、頭痛、尿の異常、薬。 《相談時間15分以上》咳、便の異常、薬。

《受診後電話相談》発熱、咳、喘鳴（息苦しそう）、鼻汁・鼻づまり、薬。 《第1子あるいは子ども一人の家庭》涕泣・泣き止まない、下痢、便の異常、予防接種。

事業報告書より引用改変

① 都道府県別相談件数

② 相談件数の時間変動、曜日別ニーズ

③ 相談対象児の年齢・性別

④ 相談者続柄と年代

⑤ 主訴

⑥ 発症時期

⑦ 相談の分類

（１） 相談内容に関する分析及び考察

今年度は44都道府県が参加して、全国の年少人口の92.5%が対象となった。準夜帯実施44都道府県、深夜帯実施39都道府県、日曜祝日日勤帯実施は22都県で、対象年

少人口の全国対比はそれぞれ92.5%、83.3%、42.3%である。今年度不参加の3県の不参加理由はデジタル化の遅れが主因であった。

⑧ 兄姉の有無より求めた第1子あるいは子ども一人の家庭の割合

⑨相談前受診（受診後に電話相談）

⑩諸状況によって頻度が高くなる主訴

４．結果の分析及び考察
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４．結果の分析及び考察

○ 本事業に参加できない県がある。

○ 都道府県間に差違がある。

○集計・分析作業時間、データ収集率に課題があ

る。

５．分析事業の課題

○ 都道府県・民間事業者と話し合い、調査の悉皆性、迅速性、精度を上げていく。

○ データ収集の方式、集計・分析法の改善について、検討する。

○ 得られた知見を、国民、小児救急医療関係者および行政に還元し、他の小児救急

医療と連携して、小児医療・成育医療の進歩に役立てる。

事業報告書より引用改変

・相談件数の減少、発熱・消化器系主訴の減少、外因系主訴の増加、第1子あるいは子ども一人の家庭からの相談の増加、相談前受診の減少、受診すべき診療科：小児

科減少、脳神経外科・一般外科・小児外科・整形外科増加、相談対応困難増加がみられた。

・相談対象児年齢が高く、相談者年代が高く、 発熱が多く、小児科対応がほとんどで、緊急度が低く、相談対応困難が増える。従来の#8000ニーズとは異なり、不安のため

の相談が多い。

・相談対応時間4分台（4〜5分未満）が27.8%で最も多く、3〜6分台（3〜7分未満）が65.3%、2/3を占める。15分以上は0.6%で、前年（1.2%）より減少した。

・ 119番をすすめた1.1%、直ぐに病院に行くようにすすめた26.2%、翌日に受診することをすすめた16.4%、何かあれば受診することをすすめた38.0%、受診をする必要はない

15.0%、その他2.0%、未記入1.2%であった。119番+直ぐ受診は27.3%で前年（22.8%）より増加し、都道府県別では最小12.7%、最大43.9%で都道府県間の差が大きい。

・相談対応者（看護師の）相談業務経験年数別では、 119番+直ぐ受診は、経験10年以上の相談対応者が23.6%、5年以上10年未満28.9%、5年未満28.3%で、経験10年以上

の相談対応者で少ない傾向がある。

・小児科65.8%、小児科以外34.2%、耳鼻科5.0%、小児外科・一般外科4.9%、脳外科10.0%、整形外科4.1%、皮膚科3.4%、歯科・口腔外科2.5%、眼科1.9%で、外因系が増加した。

・満足した63.3%、普通36.6%、不満気0.1%（91件） で、満足度は高い。

・対応困難0.6%で、昨年（0.1％）より増加した。

（２） 相談対応に関する分析及び考察

② 相談対応者による緊急度判定

① 相談対応時間

③ 相談対応者の経験年数と緊急度判定

④ 相談対応者が受診すべきと考えた診療科

⑤相談対応者（看護師）による相談者の満足度の印象

②新型コロナウイルス関連相談の特徴

①令和元年度、令和2年度同時期の比較

（３）新型コロナウイルスパンデミックの影響

⑥相談対応者の対応感想（対応困難感）
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（別紙４）

医療圏数 （事業数） 医療圏数 （か所数）
※３ ※４ ※５ ※６ ※７

1 北 海 道 21 21 21 (21) 21 100% 21 100%

2 青 森 県 6 6 1 (1) 1 17% 5 6 100%

3 岩 手 県 8 9 1 (1) 1 11% 8 9 100%

4 宮 城 県 4 4 1 (1) 3 4 100% 4 100%

5 秋 田 県 8 8

6 山 形 県 4 7 6 (8) 6 86% 1 5 71% 1

7 福 島 県 7 7 2 (2) 5 7 100% 7 100%

8 茨 城 県 8 8 3 (3) 5 (5) 8 100% 4 4 50%

9 栃 木 県 6 6 6 (6) 6 100% 6 100%

10 群 馬 県 10 4 4 (11) 4 100% 4 100%

11 埼 玉 県 14 14 10 (26) 4 (2) 14 100% 2 12 86%

12 千 葉 県 9 15 5 (5) 6 (3) 2 2 15 100% 15 100%

13 東 京 都 13 13 12 (12) 1 13 100% 13 100%

14 神奈川県 9 14 12 (12) 2 (1) 14 100% 14 100%

15 新 潟 県 7 7 1 (1) 3 4 57% 3 7 100%

16 富 山 県 4 4 1 3 4 100% 4 100%

17 石 川 県 4 4 2 2 50% 2 4 100%

18 福 井 県 2 2 2 (7) 2 100% 2 100%

19 山 梨 県 2 2 2 (2) 2 100% 2 100%

20 長 野 県 10 10 9 1 10 100% 10 100%

21 岐 阜 県 4 4 4 (4) 4 100% 4 100%

22 静 岡 県 12 12 9 (8) 2 11 92% 1 1 11 92%

23 愛 知 県 12 12 2 (2) 10 12 100% 12 100%

24 三 重 県 4 4 3 (3) 1 4 100% 4 100%

25 滋 賀 県 7 7 7 (11) 7 100% 7 100%

26 京 都 府 6 6 6 100% 6 100%

27 大 阪 府 8 11 10 (10) 1 11 100% 1 10 91% 1

28 兵 庫 県 8 11 11 (32) 11 100% 11 100%

29 奈 良 県 5 2 2 (13) 2 100% 2 100%

30 和歌山県 7 7 5 (6) 5 71% 1 6 86% 1

31 鳥 取 県 3 3 1 (1) 1 1 3 100% 3 100%

32 島 根 県 7 7 7 7 100%

33 岡 山 県 5 5 1 (1) 2 (1) 1 4 80% 4 80% 1

34 広 島 県 7 7 4 (4) 3 (3) 7 100% 7 100%

35 山 口 県 8 5 4 (4) 1 5 100% 5 100%

36 徳 島 県 3 3 1 (1) 2 (2) 3 100% 3 100%

37 香 川 県 5 5 2 (2) 1 2 5 100% 5 100%

38 愛 媛 県 6 4 2 (2) 2 4 100% 4 100%

39 高 知 県 4 4 1 (5) 1 25% 2 3 75% 1

40 福 岡 県 13 13 2 (2) 0 (0) 7 0 9 69% 0 0 9 69% 4

41 佐 賀 県 5 3 3 3 100% 3 100%

42 長 崎 県 8 8 1 (1) 7 8 100% 8 100%

43 熊 本 県 7 7 2 (3) 2 29% 5 7 100%

44 大 分 県 6 6 4 (5) 2 (1) 6 100% 6 100%

45 宮 崎 県 7 4 1 (1) 1 2 50% 2 4 100%

46 鹿児島県 9 6 1 (1) 1 2 33% 4 6 100%

47 沖 縄 県 5 5 4 (4) 1 5 100% 5 100%

331 336 162 (232) 38 (31) 29 51 280 83% 40 9 311 93% 9

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

（G）「小児救急支援事業実施医療圏のうち空白時間帯のある医療圏」には、(A)から(F)のうち24時間対応出来る体制が取れていない医療圏数を入力すること。

（I）未整備医療圏には、(A)から(F)による体制が取れていない医療圏数を入力すること。

（A）「小児救急医療支援事業」中の「医療圏数」には、小児救急医療支援事業を実施している小児救急医療圏数を、「事業数」には輪番体制の数を入力すること。

（B）「小児救急医療拠点病院」中の「医療圏数」には、小児救急医療拠点病院を実施している小児救急医療圏数を、「か所数」には拠点となっている医療機関数を入力すること。

（A）と（B）をいずれも実施している医療圏については、（A）の小児救急医療支援事業のみに計上し、（B）の小児救急医療拠点病院には入力しないこと。

（C）「県単事業等整備医療圏」には、各県独自の取組等により対応している医療圏数を入力すること（(A),(B)により対応している医療圏は含めない。）。

（D）「通常の輪番制で確保されている医療圏」には、小児救急医療支援事業以外の輪番体制で対応している医療圏数を入力すること。

（F）「オンコール体制により確保されている医療圏数」には、(A)から(D)により対応している医療圏は含めない。

整備済医療圏

(Ｅ)=(A)+(B)
+(C)+(D)

オンコール
体制により
確保されて
いる医療圏

(Ｆ)

小児救急支
援事業実施
地区のうち
空白時間帯
のある医療

圏
(Ｇ)

整備済医療圏
（オンコール含む、
空白時間帯のある医

療圏を除く）
（Ｈ）＝(E)+(F)-

(G)

未整備医療
圏

(Ｉ)

合　計

入院を要する小児救急医療体制の取組状況

令和２年４月１日現在

入院医療
を要する
二次医療

圏数

小児救急
医療圏数 小児救急医療支援事

業※１

（Ａ）

小児救急医療拠点病

院※２（Ｂ）

県単事業等
整備医療圏
（国立医療
機関の対

応、地域独
自の取組に
よる対応含

む）
（Ｃ）

通常の輪番
制で確保さ
れている医

療圏
（Ｄ）
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へき地保健医療対策予算の概要へき地保健医療対策予算の概要

(1) へき地医療支援機構の運営 259百万円 → 259百万円

都道府県単位の広域的な支援体制を図るため、各都道府県に「へき地医療支援機構」を設置し、
支援事業の企画、調整及び医師派遣の実施等を補助する。

(2) へき地医療拠点病院等の運営 1,402百万円 → 1,４02百万円

へき地における医療の提供など支援事業を実施する医療機関等の運営に必要な経費を補助する。
ア へき地医療拠点病院運営費 515百万円 → 515百万円
イ へき地保健指導所運営費 30百万円 → 30百万円
ウ へき地診療所運営費 857百万円 → 857百万円

(3) へき地巡回診療の実施 343百万円 → 343百万円

無医地区等の医療の確保を図るため、医師等の人件費及び巡回診療車等の経費を補助する。
ア 巡回診療車〔船〕（医科・歯科） 68百万円 → 68百万円
イ 巡回診療航空機（医科） 274百万円 →  274百万円
ウ 離島歯科診療班 2百万円 →  2百万円

(4) 産科医療機関の運営 312百万円 →   312百万円
分娩可能な産科医療機関を確保するため産科医療機関の運営に必要な経費を補助する。

(5) へき地患者輸送車（艇・航空機）運行支援事業 229百万円 → 229百万円
無医地区等の医療の確保を図るため、無医地区等から近隣医療機関等の輸送に必要な

経費を補助する。
ア 患者輸送車・艇 26百万円 → 26百万円
イ メディカルジェット(患者輸送航空機) 203百万円 → 203百万円

(6) へき地診療所医師派遣強化事業 27百万円 →   19百万円
へき地拠点病院以外の都心部の診療所等からへき地診療所への医師派遣に必要な経費を
補助する。

(7) へき地医療支援機構等連絡会議の開催 0.3百万円 →   0.3百万円
各都道府県の情報交換等を図るため、へき地医療支援機構担当者の全国会議を開催する。

(8) へき地保健医療対策検討会の開催等 2百万円 →  2百万円
へき地保健医療対策のあり方について議論するため、検討会を開催する。

（令和３年度予算額） （令和４年度予算案）

【 2,57５百万円 → 2,５75百万円 】

Ⅰ 予算額

Ⅱ 内 容Ⅱ 内 容
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医療提供体制推進事業費補助金の概要

医 療 計 画

Ⅰ  予算額

令和３年度予算額 令和４年度予算案
23,948,718千円 → 23,986,380千円

Ⅲ 補助制度の概念

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

Ⅱ 要旨

医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制強化を図る観点から、
都道府県の作成した「医療計画に基づく事業計画」により、都道府県が自主性・
裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとして、救急医療施設、周産期医療
施設等の経常的な経費及び設備整備費に対して補助を行うもの。

「医療提供体制推進事業費補助金」を各都道府県に交付

Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成

(目）医療提供体制推進事業費補助金 23,948,718千円

補助対象事業：都道府県（☆印除く）、市町村（★印除く）、公的団体（○印除く）、民間事業者（※印除く）

１ 救急医療等対策（運営費）
救命救急センター運営事業☆★、ドクターヘリ導入促進事業、救急医療情報センター運営事
業★○※ 、周産期母子医療センター運営事業、地域療育支援施設運営事業、
日中一時支援事業、等

２ 看護職員確保対策等（運営費）
外国人看護師候補者就労研修支援事業、
看護職員就業相談員派遣面接相談事業 ☆★○ 等

３ 地域医療確保等対策（運営費）
医療連携体制推進事業★○※

４ 医療提供体制設備整備費

-Ⅱ計 27-



Ⅵ 補助率

補助率 1/2 1/3  定額（10/10）

補助対象事業区分（２３事業）

休日夜間急患センター☆★ 基幹災害拠点病院☆★ 環境調整室○※

病院群輪番制病院及び共同利用型病
院☆★

小児医療施設☆★
NBC災害・テロ対策設備
○※☆★

周産期医療施設☆★ 内視鏡訓練施設設備☆★

救命救急センター☆★
共同利用施設 (公的医療機関等
による場合)☆★

小児初期救急センター設備
☆★

高度救命救急センター☆★
共同利用施設 (地域医療支援病
院による場合)○※☆★ ＨＬＡ検査センター☆★

小児救急医療拠点病院☆★ 医療機関アクセス支援車○※ 小児集中治療室○※☆★

小児救急遠隔医療設備○※☆★ 院内感染対策設備☆★ 地域療育支援施設設備☆★

地域災害拠点病院☆★ 人工腎臓装置不足地域☆★
航空搬送拠点臨時医療施設
(SCU)整備○

【「４．医療提供体制設備整備費」の事業一覧】

補助対象事業：都道府県（○印）、市町村（※印）、公的団体（☆印）、民間事業者（★印）
注）公的団体・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道

社会事業協会の４団体。
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医療提供体制施設整備交付金の概要

「医療提供体制施設整備交付金」を各都道府県に交付

医 療 計 画

Ⅲ 「計画に基づく施策の実施（施設）」に対して助成を行う

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制強化を図る観点から、都道府県の作成した
「医療計画に基づく事業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕
組みとして、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。

Ⅳ 交付対象
注１） 公立（都道府県、市町村、地方独立行政法人、一部事務組合、広域連合）は補助対象外
注２） 公的・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、

社会福祉法人北海道社会事業協会

Ⅴ 調整率
調整率 0.5、0.33

令和３年度予算額 令和４年度予算案
2,507,026千円 → 2,392,152千円

補助対象事業《メニュー区分》
公
的
民
間
独
法

調整率 補助対象事業《メニュー区分》
公
的

民
間

独
法

調整率

休日夜間急患センター ○ ○ ○ 0.33 特殊病室施設 ○ ○ ○ 0.33

病院群輪番制病院及び共同利用型病
院

○ ○ ○ 0.33 肝移植施設 ○ ○ ○ 0.33

救急ヘリポート ○ ○ ○ 0.33 治験施設 ○ ○ 0.33

ヘリポート周辺施設整備 ○ ○ ○ 0.33 特定地域病院 ○ ○ ○ 0.33

（地域）救命救急センター ○ ○ ○ 0.33 医療施設土砂災害防止施設整備事業 ○ ○ ○ 0.5

小児救急医療拠点病院 ○ ○ ○ 0.33 南海トラフ地震に係る津波避難対策 ○ ○ ○ 0.33

小児初期救急センター施設 ○ ○ ○ 0.33 アスベスト除去等整備 ○ ○ ○ 0.33

小児集中治療室 ○ ○ ○ 0.33 医療機器管理室 ○ ○ 0.33

小児医療施設 ○ ○ ○ 0.33 地球温暖化対策 ○ ○ ○ 0.33

周産期医療施設 ○ ○ ○ 0.33
看護師の特定行為に係る指定研修機
関等施設（民間は一部）

○ ○ ○ 0.33

地域療育支援施設 ○ ○ ○ 0.5 地域拠点歯科診療所施設 ○ ○ ○ 0.5

共同利用施設 (開放型病棟等) ○ ○ 0.33

医療施設近代化施設 ○ ○ ○ 0.33

基幹災害拠点病院 ○ ○ ○ 0.5

地域災害拠点病院 ○ ○ ○ 0.5

腎移植施設 ○ ○ ○ 0.33

Ⅱ 要旨

Ⅰ 予算額
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医療施設等設備整備費補助金の概要

Ⅰ   予算額Ⅰ   予算額

Ⅱ 要旨
へき地・離島の住民に対する医療の確保及び臨床研修医の研修環境の充実を図るため、

離島を含むへき地に所在する医療施設や臨床研修病院等の設備整備を支援するもの 等。

Ⅲ 補助対象

補助対象事業《メニュー区分》
公
立

公
的

民
間

独
法 国庫補助率

へき地医療拠点病院設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2 

へき地診療所設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2,3/4(沖縄県)

へき地患者輸送車（艇）整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

へき地巡回診療車（船）整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2 

離島歯科巡回診療用設備整備事業（都道府県のみ） ○ 1/2 

過疎地域等特定診療所設備整備事業 ○ 1/2 

へき地保健指導所設備整備事業 ○ 1/3,1/2(沖縄県)

へき地・離島診療支援システム設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2  

沖縄医療施設設備整備事業 ○ ○ 3/4

奄美群島医療施設設備整備事業（鹿児島県のみ） ○ 1/2 

遠隔医療設備整備事業【事項要求（拡充）】 ○ ○ ○ ○ 1/2

臨床研修病院支援システム設備整備事業（独法はNHO,NCを除く）） ○ ○ ○ 1/2 

離島等患者宿泊施設設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/3

産科医療機関設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

死亡時画像診断システム等設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

地域の分娩取扱施設設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

医師少数地域における若手医師等のキャリア形成支援事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

実践的な手術手技向上研修施設設備整備事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

遠隔ICU体制整備促進事業 ○ ○ ○ ○ 1/2

ＩＣＴを活用した産科医師不足地域に対する妊産婦モニタリング支援事
業

○ ○ ○ ○ 1/2

令和３年度予算額 令和４年度予算案
3,372,999千円 → 2,218,314千円

注１） 公立・・・都道府県、市町村、地方独立行政法人、一部事務組合、広域連合
注２） 公的・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、

全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会
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医療施設等施設整備費補助金の概要

Ⅰ   予算額

Ⅱ 要旨
へき地・離島の住民に対する医療の確保及び臨床研修医の研修環境
の充実を図るため、離島を含むへき地に所在する医療施設や臨床研
修病院等の施設整備を支援するもの 等。

Ⅲ 補助対象

令和３年度予算額 令和４年度予算案
2,759,194千円 → 2,121,518千円

注１） 公立・・・都道府県、市町村、地方独立行政法人、一部事務組合、広域連合
注２） 公的・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、

全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会

補助対象事業《メニュー区分》
公
立

公
的

民
間

独
法 国庫補助率

へき地医療拠点病院施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

へき地診療所施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

過疎地域等特定診療所施設整備事業 〇 1/2

へき地保健指導所施設整備事業 〇 1/3,1/2(沖縄県)

研修医のための研修施設整備事業（独法はNHO,NCを除く） 〇 〇 1/2

臨床研修病院施設整備事業（独法はNHO,NCを除く） 〇 〇 1/2

医師臨床研修病院研修医環境整備事業（独法はNHO,NCを除く） 〇 〇 1/3

産科医療機関施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

離島等患者宿泊施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/3

死亡時画像診断システム等施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2

南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業
（へき地医療拠点病院、へき地診療所のみ）

〇 〇 〇 〇 1/2

院内感染対策施設整備事業 〇 〇 1/3

分娩取扱施設整備事業 〇 〇 〇 〇 1/2
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医療監視員数
（令和３年４月１日現在）　

専 専 専 専 専 専 専 専 専

1 北 海 道 12 122 134 0 45 45 0 12 0 167 0 0 179 0

2 青 森 県 4 53 57 0 33 33 0 4 0 86 0 0 90 0

3 岩 手 県 50 156 206 0 43 43 0 50 0 199 0 0 249 0

4 宮 城 県 2 251 253 0 9 5 14 0 11 0 256 0 0 267 0

5 秋 田 県 14 137 151 0 8 22 30 0 22 0 159 0 0 181 0

6 山 形 県 6 68 74 0 11 11 0 6 0 79 0 0 85 0

7 福 島 県 8 91 99 0 60 60 0 8 0 151 0 0 159 0

8 茨 城 県 8 223 231 0 29 29 0 8 0 252 0 0 260 0

9 栃 木 県 5 115 120 0 39 39 0 5 0 154 0 0 159 0

10 群 馬 県 5 61 66 0 57 57 0 5 0 118 0 0 123 0

11 埼 玉 県 9 420 429 0 268 268 0 9 0 688 0 0 697 0

12 千 葉 県 5 425 430 0 30 281 311 0 35 0 706 0 0 741 0

13 東 京 都 13 94 8 107 8 2 367 62 369 62 15 0 461 70 0 476 70

14 神奈 川県 8 80 88 0 48 292 340 0 56 0 372 0 0 428 0

15 新 潟 県 6 37 43 0 29 29 0 6 0 66 0 0 72 0

16 富 山 県 6 143 2 149 2 80 2 80 2 6 0 223 4 0 229 4

17 石 川 県 7 115 122 0 26 26 0 7 0 141 0 0 148 0

18 福 井 県 9 103 3 112 3 35 35 0 9 0 138 3 0 147 3

19 山 梨 県 19 66 85 0 16 16 0 19 0 82 0 0 101 0

20 長 野 県 8 31 39 0 50 4 54 0 8 0 81 0 4 93 0

21 岐 阜 県 7 202 209 0 10 10 0 7 0 212 0 0 219 0

22 静 岡 県 8 222 230 0 48 48 0 8 0 270 0 0 278 0

23 愛 知 県 29 419 448 0 8 8 182 58 3 193 66 37 8 601 58 3 641 66

24 三 重 県 91 42 91 42 7 7 0 0 0 98 42 0 98 42

25 滋 賀 県 11 120 131 0 44 44 0 11 0 164 0 0 175 0

26 京 都 府 13 220 233 0 21 21 0 34 0 220 0 0 254 0

27 大 阪 府 9 191 10 200 10 15 294 46 6 315 46 24 0 485 56 6 515 56

28 兵 庫 県 9 261 270 0 216 216 0 9 0 477 0 0 486 0

29 奈 良 県 5 99 104 0 10 10 0 5 0 109 0 0 114 0

30 和歌 山県 10 150 160 0 36 36 0 10 0 186 0 0 196 0

31 鳥 取 県 4 22 26 0 28 28 0 4 0 50 0 0 54 0

32 島 根 県 3 149 152 0 7 38 45 0 10 0 187 0 0 197 0

33 岡 山 県 5 79 84 0 53 53 0 5 0 132 0 0 137 0

34 広 島 県 7 249 256 0 68 68 0 7 0 317 0 0 324 0

35 山 口 県 9 6 94 103 6 1 4 5 0 10 6 98 0 0 108 6

36 徳 島 県 9 88 97 0 0 0 9 0 88 0 0 97 0

37 香 川 県 7 80 87 0 9 5 14 0 7 0 89 0 5 101 0

38 愛 媛 県 13 137 150 0 31 31 0 13 0 168 0 0 181 0

39 高 知 県 14 49 63 0 21 21 0 14 0 70 0 0 84 0

40 福 岡 県 5 181 58 186 58 15 171 2 188 0 20 0 352 58 2 374 58

41 佐 賀 県 7 126 133 0 0 0 7 0 126 0 0 133 0

42 長 崎 県 20 151 171 0 13 79 5 97 0 33 0 230 0 5 268 0

43 熊 本 県 9 158 167 0 28 7 28 7 9 0 186 7 0 195 7

44 大 分 県 11 189 200 0 32 32 0 11 0 221 0 0 232 0

45 宮 崎 県 5 201 33 206 33 45 45 0 5 0 246 33 0 251 33

46 鹿児 島県 7 187 194 0 23 23 0 7 0 210 0 0 217 0

47 沖 縄 県 109 109 0 24 24 0 0 0 133 0 0 133 0

合 計 440 6 7,015 156 0 7,455 162 177 8 3,289 175 25 3,491 183 617 14 10,304 331 25 10,946 345

（注）

保健所
その他

計
都道

府県名

都道府県職員 政令市及び特別区職員 合　計

本庁 保健所
その他

計 本庁 保健所

　｢専｣は、専任の医療監視員の再掲。

　｢その他｣は、保健センター、衛生試験所、環境センター等の職員。

その他
計 本庁
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〇検体測定室の運営件数 2,042ヶ所（令和４年２月１日時点）

〇測定業務別の検体測定室数

・AST(GOT) 105ヶ所（ 5.1％）

・ALT(GPT) 98ヶ所（ 4.8％）

・γ-GT(γ-GTP) 97ヶ所（ 4.8％）

・中性脂肪 1,473ヶ所（ 72.1％）

・HDL                   1,471ヶ所（ 72.0％）

・LDL                    1,401ヶ所（ 68.6％）

・Non-HDL               34ヶ所（ 1.7％）

・血糖 1,248ヶ所（ 61.1％）

・HbA1c                1,679ヶ所（ 82.2％）

検体測定室の現状

合計…２，０４２（令和４年２月１日現在）

都道府県別検体測定室運営件数
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